
目標 4 基本 2 分野 1

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総務部

R3予定額 R4予定額

生活、環境 防災、防犯、危機管理 防災、国民保護

消防交通課

危機管理室

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

今後起こりうる自然災害や攻撃、爆破テロ等に備え、予防や対策をし、市民の生命、身体、財産を守る体制を作ると共に、必要な設備・物資の整備を進める。

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

防災体制・設備整備事業

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名

むしろ予算の拡充が必要

多様化する災害に対応する必要がある

13,000

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
毎年、全国で災害が発生し、災害自体が多様化、大規模化しているため、それに対応で
きる体制や、必要な設備・物資の見直しや整備が必要がある。

市が推進すべき

削減の余地なし

見直しの余地あり

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

災害対応は市が直轄するため

今後の取組み
多様化する災害に対応した訓練の実施や、市民・職員の防災・危機管理意識の向上を
図ると共に、地域防災計画の改定や国土強靭化計画の策定、災害時初動マニュアルの
整備などを実施する。また、備蓄物資、設備の整備を行う。

総事業費

総合評価

24,173

17,673

4,200

6,500 13,000

19,463

6,463

0 0

2.001.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

9 消防費 1 消防費

説明

説明

20,254

13,754

0

1.00

28,463

15,463

0

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目 5 防災費

事業経費

概算人件費

特定財源

2.00

13,000

19,463

6,463

事業費（千円） H30決算額

6,500

2.00

総合計画の体系

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 直営 対象・受益者 市民

各種自然災害や攻撃、爆破テロ等に対して地域防災防災計画等を策定・改正すると共に、自主防災組織育成、要支援者対策、訓練等を行い、市民の安全と防災意識の向上を図る。また、必要な設備の整備、備蓄物資・資機材の整備を行う。

活動指標

指標名 年度



目標 4 基本 2 分野 1

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総務部

R3予定額 R4予定額

生活、環境 防災、防犯、危機管理 防災、国民保護

消防交通課

危機管理室

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

下妻市の主な情報伝達手段である防災行政無線の保守、整備及び

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

防災行政無線整備事業

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名

むしろ予算の拡充が必要

情報伝達手段の多重化を検討する。

6,500

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題

本市の防災行政無線は、下妻局・千代川局の2局を運用しているが、どちらも新スプリア
ス規格に未対応のアナログ設備のための、令和４年１１月以降使用できない。デジタル
設備を新規整備中だが、情報伝達手段を防災行政無線に頼っており、伝達手段の多重
化がなされていない。

市が推進すべき

削減の余地なし

見直しの余地あり

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

防災行政無線は市で直轄運営するもの

今後の取組み 新規整備中のデジタル設備以外の情報伝達手段の検討をする。

総事業費

総合評価

142,978

136,478

128,200

6,500 6,500

15,249

8,749

0 0

1.001.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

説明

説明

325,080

318,580

310,000

1.00

301,021

294,521

290,000

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目

事業経費

概算人件費

特定財源

1.00

6,500

15,249

8,749

事業費（千円） H30決算額

6,500

1.00

総合計画の体系

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 直営 対象・受益者 市民

防災行政無線のデジタル設備整備や保守等管理を行い、機器の適正な運用を進める。

活動指標

指標名 年度



目標 4 基本 2 分野 1

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総務部

R3予定額 R4予定額

生活、環境 防災、防犯、危機管理 防災、国民保護

消防交通課

消防係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

地域防災の中核となる下妻市消防団及び婦人防火クラブなどをサポートし、消防・防火活動の活性化と意識向上する。

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

消防体制・防火対策事業

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名

処遇、装備の改善は最小限である。

他市事例と比較して当市の人口規模では妥当。

13,000

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題

消防団活動・防火ＰＲ活動への理解を更に進めると共に、消防団及び婦人防火クラブの
組織の充実を図る。課題として、消防団員の確保が年々難しくなっていること、免許制度
の変更により将来的に消防ポンプ車に乗れない団員が増加するおそれがあること。防
火衣、雨具や消防ホースなどの装備の充実が充分でないなどがある。

市が推進すべき

削減の余地なし

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

地域防災に必要な組織であり、充実していきたい。

今後の取組み 市民の生命・財産を守るため、消防団の処遇改善等を進め、組織の充実を図る。

総事業費

総合評価

63,191

50,191

0

13,000 13,000

68,662

55,662

0 0

2.002.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

9 消防費 1 消防費

説明

説明

63,796

50,796

0

2.00

68,662

55,662

0

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目 2 非常備消防費

事業経費

概算人件費

特定財源

2.00

13,000

68,662

55,662

事業費（千円） H30決算額

13,000

2.00

総合計画の体系

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 直営 対象・受益者 市民

消防団及び婦人防火クラブなどの加入促進、円滑な活動や処遇改善に努める。

活動指標

指標名 年度



目標 4 基本 2 分野 1

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総務部

R3予定額 R4予定額

生活、環境 防災、防犯、危機管理 防災、国民保護

消防交通課

消防係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

防火水槽、消火栓、消防団詰所、消防ポンプ車等、防火施設を整備し、発災時の活動を支援する。

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

消防施設整備事業

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名

老朽化した設備の更新は急務である。

消防施設の更新は消火活動に影響する為、必須。

13,000

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題

老朽化した消防団詰所、防火水槽、ポンプ車が多くあり、更新、維持管理していく必要が
ある。既存の消防団詰所のうち、５箇所が旧耐震基準の建物となっており早急に建替え
が必要。市内の防火水槽が老朽化により減水しているものが多くなっており、計画的に
更新や修繕を進める必要がある。

市が推進すべき

削減の余地なし

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市民の生命・財産を守る為、市が推進すべき。

今後の取組み
市民の生命・財産を守る為、消防団詰所や消防ポンプ自動車、市内防火水槽の維持管
理及び更新を計画するともに、不要な施設を整理し、消防力の維持に努める。

総事業費

総合評価

48,964

35,964

14,800

13,000 13,000

79,717

66,717

0 0

2.002.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

9 消防費 1 消防費

説明

説明

44,099

31,099

16,800

2.00

79,717

66,717

48,078

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目 3 消防施設費

事業経費

概算人件費

特定財源

2.00

13,000

79,717

66,717

事業費（千円） H30決算額

13,000

2.00

総合計画の体系

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 直営 対象・受益者 市民

各消防施設の維持管理、新設、撤去、更新を行い、円滑に活動できるよう支援する。

活動指標

指標名 年度



目標 4 基本 2 分野 2

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

現状維持

総務部

R3予定額 R4予定額

生活、環境 防災、防犯、危機管理 交通安全、防犯

消防交通課

交通防犯係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

交通安全施設の設置・整備により交通事故防止に努める。

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

交通安全施設整備事業

120

R1決算額 R2予算額

目標 100 100

事務事業名

安全安心なまちづくりのためには削減の余地なし

継続

交通事故発生件数が減少

道路状況に合わせて適切な整備が必要

6,500

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
公道上の交通安全に関する市民の関心は高く、年々変化する道路状況や様々な交通
安全施設整備の要望に対して、限られた予算内で対応していかなくてはいけない。

適切

市が推進すべき

おおむね達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

引き続き市が推進すべきである

設置・改善要望に概ね対応できた

今後の取組み
要望に対して、危険性及び緊急性の高いところから優先的に整備していくことが必要で
あると考えております。また、道路状況等を考慮し、適切な整備が必要であると思われま
す。

総事業費

必要性は高い

総合評価

10,537

4,037

0

6,500 6,500

10,674

4,174

0 0

1.001.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

100

有効性

効率性 コストの削減

交通事故防止・減少のために施設整備が必要

適切である必要性

2 総務費 1 総務管理費

説明

説明

カーブミラー・警戒標識・反射板・路
面標示等の設置数

10,616

4,116

0

1.00

10,674

4,174

0

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

交通事故発生件
数

件
市内で発生した交通事故発生件数
を前年度と比較する

目標 150

予算科目 9 交通安全対策費

事業経費

概算人件費

特定財源

1.00

6,500

10,674

4,174

事業費（千円） H30決算額

6,500

1.00

総合計画の体系

78

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（任意）

150

実績 104 91

主体 直営 対象・受益者 市民

99

交通安全上問題のある箇所に適切な安全施設、カーブミラー・路面標示等の設置や整備をする。

活動指標

指標名

交通安全施設の
設置

箇所

年度



目標 4 基本 2 分野 2

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 直営 対象・受益者 市民

夜間の犯罪抑止と通行の安全を図るため防犯灯を設置する。防犯意識の高揚を図る。

活動指標

指標名 年度

0

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目 11 防犯対策費

事業経費

概算人件費

特定財源

1.00

6,500

20,076

13,576

事業費（千円） H30決算額

6,500

1.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

2 総務費 1 総務管理費

説明

説明

17,124

10,624

0

1.00

20,076

13,576

今後の取組み
引き続き、ＬＥＤ防犯灯の設置及び防犯ボランティアパトロールの推進を図っていく。
また、犯罪抑止の観点から、警察署と連携し、街頭防犯カメラ設置計画を策定する。

総事業費

総合評価

22,294

15,794

0

6,500 6,500

20,076

13,576

0 0

1.001.00

6,500

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題

防犯灯ＬＥＤ化事業（リース事業）により、市内に設置されている防犯灯約３，７００灯が
交換済であり、今後は新規設置要望・未交換箇所に対して、犯罪抑止等の観点から速
やかに対応する必要がある。また、防犯ボランティアパトロール等の登録者が高齢化し
てきており、若年層の確保が課題である。

市が推進すべき

削減の余地なし

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

引き続き市が推進すべきである

安全安心なまちづくりのためには削減の余地なし

妥当である

総務部

R3予定額 R4予定額

生活、環境 防災、防犯、危機管理 交通安全、防犯

消防交通課

交通防犯係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

犯罪の発生を抑止し、安全な地域づくりを実現する。

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

防犯対策事業

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名


